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はじめに
本稿は，公正報酬率規制の対象となる企業に対して資本財を販売する企
業の垂直的な取引関係について，規制にもとづく資源配分効率の歪みが観
察されるか否かを分析するものである。具体的には，日本の電気工事産業
を題材として，その経営効率を費用関数の推定から定量的に明らかにする
ことが目的である。こうした作業が重要である理由は，次の諸点に求めら
れる。
第１に，曰米構造問題協議の最終報告は，「系列関係」を論じた箇所
において，「系列関係を背景とする事業者間の取引が公正な競争を阻害
し｣(')ている場合においては外国企業に対して排他的効果を与えないよう
競争政策上の対応を図ることを唱っている。電気工事産業に属する有力企
業は，電力会社を最大株主としていると同時に，最大の顧客としている。
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しかし，電力会社が電気事業法の適用をうけ，独占禁止法の適用除外産業
となっているために，競争促進政策の観点から両者の系列関係が問題とさ
れることは稀であったように思われる。
第２に，電力会社に対しては公正報酬|率規制が課せられてきたために，
その規制にもとづく資源配分効率の歪みが，電力会社に対して資本財を販
売する企業に影響を及ぼしている可能性がある。公正報酬率規制の無い場
合に比較して，最終財生産企業の利用する資本が過大になることを示した
アバーチ＝ジョンソン・モデル(2)を垂直的取引関係に拡張したうえで，
その実証を進める必要があると考えられる。
以下，第１節では日本の電気工事産業の特徴について概説し，第Ⅱ節で
は電力会社との垂直的取引関係を理論的にどのように理解することができ
るかをまとめ，第Ⅲ節では，ヤードスティック競争の考え方に依拠しつつ
トランスログ費用関数の推定を行う。第Ⅳ節では計量分析の結果をもとに
その含意を論じ，むすびとする。
１．電気工事産業の取引関係と利益率
1．電力会社の出資と受注方法
日本における株式上場企業のうち「建設」に分類される企業についてみ
ると，電力会社が筆頭株主になっている一群の企業があることがわかる。
表１には，そうした企業をまとめた。筆頭株主である電力会社の出資比
率は連結決算の対象となる５０％を下回るが，その一方で，取締役および
監査役の一部は電力会社での勤務経験者によって占められ，ことに大半の
電気工事会社の代表取締役社長は電力会社の勤務経験者である。株主保有
によって電力会社の意思決定権が確保されうること，また，人的なつなが
りに立脚した電力会社向け資材供給を行いうるという二つの意味で，電力
会社と電気工事会社はいわゆる準垂直統合の事例となっている。
電気工事会社の事業は，「配電線工事｣，「屋内配電線工事｣，「発送変電
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表１電力会社を筆頭株主とする電気工事会社・1990年
（注）「役員数」は電気工事会社の取締役および監査役の合計。「電力経験者」
とは，「役員数」のうち筆頭株主となっている電力会社での勤務経験を有
する者の数。「うち社長」とは電気工事会社の代表取締役社長が電力会社
での勤務経験を有する場合を○印，そうでない場合×印で示した。
(出所）各社「有価証券報告書」（平成２年３月期）および日本経済新聞社編
『会社年鑑』より作成。
工事」などに分類される。有価証券報告書に記載されるのはこれらの各
｢工事」を合計した「完成工事高」に占める電力会社からの受注比率であ
る。各「工事」のそれぞれが，どの程度，電力会社から受注されるもので
あるか，その割合については不明であるが，電力会社からの受注比率が
高いと想像される「配電線工事」について，その受注方法をみたのが表
2である。
電気工事会社によって用語が異なるが，「配電線工事」を受注する場合，
そのほとんどが受注先からの「特命」によるか，あるいは，「工事委託契
約」によるものであり，「競争」（入札）によって受注することはきわめて
稀である。
電気工事会社 筆頭株主 出資比率 役員数 電力経験者 うち社長
東北電気工事㈱
北陸電気工事㈱
㈱関電工
㈱トーエネック
（|日・東海電気工事）
㈱きんでん
（|日・近畿電気工事）
中国電気工事㈱
㈱四電工
(|日・四国電気工事）
㈱九電工
(|日・九州電気工事）
非上場
北海電気工事㈱
東北電力㈱
北陸電力㈱
東京電力㈱
中部電力㈱
関西電力㈱
中国電力㈱
四国電力㈱
九州電力㈱
北海道電力㈱
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表２配電線工事の受注方法別比率・1990年
(単位：％）
（注）四電工については「請負契約」と記載されている受注方法を￣工事委託
契約」に分類した。
(出所）平成２年３月期，各社「有価証券報告書」より作成。
2．受注比率と工事高利益率
図１は1978年から1990年の期間，データの利用可能な電気工事会社５
社について電力会社からの受注比率をみたものである。それによると，５０
％を越える関電工とトーエネック，４０％以下にある「きんでん」（|日・近
畿電気工事)，中国電気工事，九電工（|日・九州電気工事）という二つ
のグループが観察できる。
興味深いことに，これら５社の工事高利益率の推移をみると（図２参
照)，電力会社からの受注比率が低い「きんでん｣，中国電気工事の利益率
が，トーエネック，関電工よりも一貫して高いことがわかる。期間中の平
均工事高利益率が最も低いのは関電工であり10.0％，最も高いのは中国
電気工事234％であった（本論文末尾，付表８参照)。
さらに，各社ともに工事高利益率は極めて変動が少なく，期間中各社の
工事高利益率平均の差の検定（t検定）を行うと，平均値が12.2％で等し
かったトーエネックと九州電気工事とを除き，各社ともに５％の有意水準
を上回って統計的に有意に平均が異なった（付表７参照)。すなわち，工
事高利益率はここ１０年以上安定的に推移しており，それは各地域ごとに
配電線工事
特命 競争 工事委託契約
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図１電力会社からの受注比率推移（電気工事会社５企業のデータ）
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異なった水準にあるといえる。そして，電力会社からの受注比率が高い企
業の工事高利益率は相対的に低かったのである（図３参照)。
電力会社からの受注比率の高い企業の利益率が低い，という現象をどの
ように解釈するべきであろうか。財務データにもとづいた比率の比較とい
う「経営分析論」的アプローチから可能となる推論は次のようなものであ
ろう。
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図３電力会社からの受注比率と電気工事会社の工事高利益率
（5企業のプール・データ）
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第１は，電力会社からの受注比率が高い電気工事会社には，経営効率が
相対的に悪化する傾向がある，という解釈である。電力会社の獲得する利
益は公正報酬率規制によって安定しており，その電力会社が電気工事会社
の筆頭株主となっている以上，電気工事会社の立場からは経営効率を改善
させて，株主に対する配当を増加させるインセンティブが湧かないという
可能性がある。
第２は，電気工事会社の側からみて，電力会社向け配電線・発送変電工
事は「儲らない」事業である，という可能性である。電力会社は株式保有
と取締役の人的交流を通じて電気工事会社向け支払いを（代替的な供給経
路から入手可能な財・サービスの価格よりも）低く抑える傾向があり，そ
のため，多角化を行って電力会社に対する依存の度合いを低くした電気工
事会社の利益率が高くなった，とする解釈である。この場合には，電気工
事会社は効率的な生産を行い，もっぱら電力会社のみが，電気工事以外の
レート・ベース対象となる固定資産について過大な調達を行うという可能
性が残される。
双方の解釈において，電力会社と電気工事会社との取引関係は長期的で
ある。しかし企業経営を効率的にしようとするインセンティブが働いて
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いるか否かには違いがある。言い換えれば，二つの解釈の違いは，電気工
事会社の経営効率の違いに帰着する。
次節では，こうした解釈をより厳密に考察する。すなわち，公正報酬率
のもとにおける長期的かつ垂直的な取引関係を理論的にいかに理解すべき
かをまとめる。
Ⅱ、公正報酬率規制のもとにおける垂直的取引関係
長期的な取引関係が品質・価格・納期に好循環をもたらしている事例と
して，しばしば挙げられるのは，自動車アッセンブリー・メーカーとその
部品サプライヤーとの長期的取引関係である。自動車アッセンブリー・
メーカーが複数の部品サプライヤーに部品を発注する，いわゆる'復社発
注と呼ばれる競争メカニズムが導入されていることは周知のところであ
る(3)が，電力会社＝電気工事会社の長期的取引関係において，そうした
競争メカニズムが存在しないとすれば，長期にわたる安定的な企業間関係
の維持と，公正報酬率規制による資源配分効率の歪みとが共存するかもし
れないのである。
こうした市場構造と取引形態についての有力な説明としては，ウィリア
ムソン（Williamson，［1985]）によるホステージとしての出資という考
え方がある。電力会社が電気工事会社に出資を行うのは，安定的な電力供
給のために迅速かつ適切な技術による配電工事が必要であり，そうした工
事を常に行いうる状態に保つために株式を担保（ホステージ）として電気
工事会社に差しだしていると考える議論である。この議論にしたがえば，
電力会社は出資によって，なんらかの市場支配力を行使しようとするもの
ではなく，電力供給に不可欠な技術を電気工事会社から長期にわたって確
保しようと意図している，という点が強調されることになろう(ｲ)。
しかしながら，こうした側面が，アバーチ＝ジョンソン・モデルに始ま
る一連の議論(5)と排他的であるとは確言できない。長期にわたる取引関
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係を成立させることによる効率的な配電網の敷設と，それが公正報酬率規
制のレート・ベースに算定されることによって歪みをもたらしうることと
は並存しうる。カーン［1989］の指摘するように「外部の供給者から設備
を購入する際に，厳しい交渉を行わない傾向｣(6)が生まれる可能性は，長
期的取引によっても，排除されるとは言えないであろう。電力会社の側か
らみれば，例えば，迅速な配電網の保守が行われるのであれば，それが総
括原価算定における事業資産に組み入れられる限りにおいて，電気工事会
社による効率的な工事コストを反映した価格よりも，高価格であっても工
事受注を行う可能性は排除できない。また，逆に，電気工事会社の側から
みれば，コストを切り詰めた電気工事を行う必要は，感じられないかもし
れない。公正報酬が確保された発注企業が電気工事会社に要求するのは，
コストよりはむしろ設備の信頼性であるかもしれないからである。
公正報酬|率規制のもとにおける垂直的取引関係については，シルバ・エ
シュニク（Silva-Echenique，［1989]）のモデルがある。
シルバ・エシュニクは最終産出ないしサービスを供給する公正報酬|率規
制対象の独占企業が，資本財(Ｋ)の購入を所有比率ｔの出資を行った資
本財生産企業から購入するモデルを考察する。
最終産出ないしサービスの生産関数をＦ(Ｋ,Ｌ)，Ｌは労働，また最終
財の逆需要関数をＤＪ(Ｆ(Ｋ,Ｌ)）とするとき，この独占企業の総収入Ｒ
(Ｋ,Ｌ)＝D-l(Ｆ(Ｋ,Ｌ))であり，利潤汀dは
汀｡＝Ｒ(Ｋ，Ｌ)－｢ｑＫ－ＬｕＬ（１）
である。ここでｒ〉０，ｕﾉ〉０はそれぞれ資本レンタル（市場利子率）と競
争的賃金率であり，ｑは資本財生産企業に支払われる資本財の内生的振替
価格である。
資本財生産企業の（物的）費用をＫの関数としてＣ(Ｋ)で表せば，利
潤兀幽は
兀叫＝７ｑＫ－７Ｃ(Ｋ）（２）
となる。シルバ・エシュニクは出資比率ｔによって資本結合したこの２企
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業を総体として準垂直統合企業（quasi-verticalintegratedfirm）と呼
ぶ。準垂直統合企業の利潤刀'は
汀(＝刀。＋兀処
＝Ｒ(Ｋ,Ｌ)－７ｑＫ－ＬｕＬ＋か{ｑＫ－Ｃ(Ｋ)｝（３）
であり，制約条件は公正報酬率ｓについて
Ｒ(Ｋ,Ｌ)－しＯＬ (４） ≦Ｓ qＫ 
および，資本財生産企業の利潤が非負であるという条件
ｑＫ－ｃ(Ｋ)≧０ （５） 
の二つである。
制約条件がなく，かつ,出資比率ｔが１である場合，第３式を資本(Ｋ)，
労働(Ｌ)，振替価格（９）で最大化すると，
ＲｋｒＣＫ 
￣ｒ７ｒＴ「
が成り立つ。要素価格比と投入要素の限界生産物比率（限界代替率）とが
等しくなる。
これに対し，第４式および第５式を制約条件として準垂直統合企業
(0〈ｔ〈1)の利潤最大化を行うと，ラグランジュアンが正の場合，
且』L〈７cｋＲＬ ＬＵ (６） 
となる。公正報酬率規制の無い場合に比較して，最終財生産企業の利用す
る資本が過大になっている。関数ｃ(Ｋ)がスカラーであれば，アバー
チージョンソンのモデルと同一の結論が導かれる。
シルバ・エシュニク自らも，ラグランジュアンの正・負を場合わけする
ことによって公正報酬|率規制が第６式の効果をもたらさない場合を明らか
にしているが，アバーチ＝ジョンソン・モデルについても，また，モデル
を勤学的にした場合に資本の過大利用という結論が必ずしも導かれない
ことが明らかにされている(7)。いずれにしてもモデル分析からは，規制が
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企業行動に与える影響をひとつの可能性として示唆するのみであり，確定
的な結論は導けない。逆にいえば，そうした可能性が示されればモデル分
析の使命は果たされたといえる。
次節では，この可能性について実証的に検討する。
Ⅲ電気工事の費用関数にみるヤードスティックの推定
1．基本的発想
電気工事会社の工事高利益率が安定的に推移していること，そして，そ
れが各地域ごとに異なった水準にあることをどう考えたらよいだろうか。
本稿における分析方法の基本となる発想は，シュライファー（Shleifer，
[1985]）によるヤードスティック競争のモデルを応用したものである。
本稿における分析の目的は，ある企業の経営効率が，他の一群の企業の
経営効率より劣ったものであるか，あるいは，優れたものであるかを判定
することである。その場合，比較の対象となる何等かの基準が必要であ
る。そうした「ものさし」を，ヤードスティックと呼ぶ。
シュライファー［1985］によるヤードスティック競争のモデルにおい
て，規制者の提示するルールは，１V≧２の企業について
－ １ Ｒｉ＝１Ｖ－１ ＺＲ(ｃｊ） 〆［ (７） 
１ Ｚｃｊ 
/邦
(８） Ｑ＝ Ⅳ－１ 
を企業ｊに対するヤードスティックとして提示することである。ここで
Ｒ'は企業の費用削減努力，ｃｉは第ｉ企業の費用関数である。シュライ
ファーは限界費用一定を仮定して，規制者が，
亜＝Ｒｊ（９）
ＰＦｃｉ （10） 
という規制ルールを企業ｉに提示するならば，対称的なナッシュ均衡にお
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いて，
Ｐｉ＝Ｑ＝ｃ＊ 
が達成されることを導いている。ここで，規制者は社会的な最適を達成
したことになる。ただし，幻は第ｊ企業に対して政府が与える補助金で
ある。
地域独占性を持つ同質財生産を行う企業について，限界費用が一定であ
るという仮定を外した場合のヤードスティックは，費用関数の推計にもと
づいて各企業の生産水準を比較可能にしたものである必要がある。本研究
で採用した作業手順は，その点を留意したものである(8)。
前節でみたとおり，電気工事会社には地域独占の性格があり，同一の地
域内市場で競争するライバル企業間の効率性比較を行うことはできない。
そうした現状において，可能なのは，特定企業の費用データに基づいた費
用関数と，それ以外の企業についてのプールされたデータによる費用関数
をそれぞれ別々に推計し後者を前者に対するヤードスティックとして比
較の基準にすることであろう。そののち，産出高（完成工事高）を異なる
費用曲線にあてはめることによって費用水準を推計し，効率的な生産を
行っている企業（群）を特定化して，効率的生産のための諸条件を推測し
たい。
本稿の事例研究において，1978年から1990年までのデータを利用する
ことができた電気工事会社５社のうち，最も工事高利益率が低かった関電
工を中心に，その作業手順をまとめれば，次のとおりである。
（１）関電工の費用データに基づいて費用関数を推計する。
（２）関電工以外の４社（トーエネック，きんでん，中国電気工事，九電
工）の費用データをプールして，費用関数を推計する。
（３）関電工の費用関数にもとづいて，それ以外の４社が生産（工事）を
行った場合の費用をシミュレートする。
（４）４社合計の費用関数にもとづいて，関電工が生産（工事）を行った
場合の費用をシミュレートする。
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(5)(3)と(4)との結果を比較し，関電工の生産効率に影響を与えている要
因を推測する。
2．作業の枠組み
残念なことに，この作業手順を進めるうえで，明確な限界がある。それ
は，費用関数を特定化したときに，関電工１社のみではデータ数が不足し
てパラメータ推定のための自由度が確保できないことである。
データ数を確保するために，工事高利益率が低く，電力会社からの受注
比率が高いトーエネックを関電工に加えて費用関数を推計した。従って，
関電工，トーエネックの２社に対して，その他３社（きんでん，中国電気
工事，九電工）の費用関数を推計し，各企業群についてカウンターパート
の費用関数上で生産を行った場合に，どちらの企業群が効率的であるかを
推定した。
この作業手Ⅱ頂は次のようになる。
（１）関電工，トーエネックの費用データをプールして費用関数を推計
する。
（２）きんでん，中国電気工事，九電工の費用データをプールして費用関
数を推計する。
（３）関電工，トーエネックの費用関数にもとづいて，それ以外の３社が
生産(工事)を行った場合の費用をシミュレートする。
（４）きんでん，中国電気工事，九電工の費用関数にもとづいて，関電工，
トーエネックが生産(工事)を行った場合の費用をシミュレートする。
（５）(3)と(4)との結果を比較し，生産効率に影響を与えている要因を推
測する。
関電工，トーエネックは，公正報酬率規制のもたらす歪みによって非効
率的な工事を行っているのだろうか。また，そのために工事高利益率が他
の企業よりも低位にあるのだろうか。費用関数の推計によって，その疑問
に答えたい(9)。
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3．費用関数の特定化
電気工事産業の費用関数として，次のようなトランスログ費用関数(１０）
を仮定する。
Inc=…,､Q+吉ＭｎＱｙ
＋αｉｌｎＨ＋ａ２１ｎＰＬ＋ａ３１ｎＰ１Ｍ 
＋÷,､H(ＭＨ+ＭｎB+6,J､剛）
＋÷,､B(hMk+6鍵,､H+b鰯,､H）
＋豈,､Ｈ(6釧肌十Ｍn日+6鶴Ⅲ）
＋ｌｎＱ(ｈＩ１ｌｎＨ＋ｂｌ２１ｎＢ＋643ｌｎＰＩＭ） (11） 
ここで，Ｑは完成工事高，Ｃは完成工事原価，ＰＲは材料費価格，Ｂは労
務費価格，２Wは外注費および経費の価格である。シェパードの補題が成
り立つとすれば，役人要素Ｘについて，
￥=s， ＯｌｎＣ (j＝1,2,3） (12） o１ｎＰｌ 
のコスト・シェアを示す式が得られる。トランスログ費用関数からは，
ＳＫ＝α,＋ｂｕｌｎＨ＋6,21ｎＰＬ＋ｂ１３１ｎＰ)w＋64,ｌｎＱ 
ＳＬ＝α2＋b211nPk＋b221nB＋ｂ２３１ｎＰ１ｗ＋ｂｌ２１ｎＱ（13） 
Ｓｍ＝α3＋ｂ３１ｌｎＰｋ＋ｂ３２１ｎＢ＋6331ｎＨ＋ｂ４３１ｎＱ 
がコスト・シェア式となる。パラメータについて対称性を仮定すれば，
６リー６ﾉ！ （j,ノー1,2,3）（14）
であり，また，ある一定の産出水準について，すべての投入要素価格が
同率で上昇するとき総費用も同率で上昇するという一次同次性を仮定す
れば，
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αl＋α2＋α3＝1 
6,1＋6,2＋６１３＝62,＋622＋623＝631＋632＋633＝０ 
（15） 
６，１＋62,＋631＝bl2＋622＋６３２＝613＋６２３＋633＝０ 
641＋６ｲ2＋６ｲ3＝０ 
がパラメータの制約となる。コスト・シェアの合計が’になることから，
ＳＫ＝α]＋6,,1,(ＰＫ/ハ)＋6121,(Ｂ/Bw)＋ｂ４ｌｌｎＱ （16） 
ＳＬ＝α2＋6211,(ＰＫ/剛)＋6221,(Ｂ/EM)＋642'ｎＱ
という２本の推定式から各パラメータを推定する。また，第１’式におけ
るα0,α4,６４４を推定するためには，第１６式と第’’式を連立させて行う('１)･
トランスログ費用関数を用いることにより，生産要素間の代替の弾力
性，価格弾力,性および規模の経済性を求めることができる('2)｡
6〃＋ＳｉＳノＯｖ＝ ＳｉＳノ
6風十sｆ－Ｓ
(17） 
(j,ノ,＝1,2,3）０ht＝ s' 
が投入要素間の偏代替の弾力性（ojj）であり，各要素の自己価格弾力性
(77戯）は
りｉｆ＝Sioij （i＝1,2,3）（18） 
によって求められる。規模の経済'性（ＳＣＥ）については，
ＳＣＥ＝１－０１ｎＣ/ｏ１ｎＱ 
＝，＿(αｲ＋ｂＭｌｎＱ＋ｂｌ１ｌｎＰＫ＋6ｲ21ｎＰＬ＋6431ｎＰＭ） 
（19） 
によって，ＳＣＥが正であれば産出の変化率が役人の変化率を上回ってお
り，規模の経済性が存在し，負の場合には規模の不経済が存在しているこ
とになる(１３)。
また，要素間代替が規模に関して不変となるホモセティック（homo-
thetic）な関数であること，および規模に関して収穫一定（SCE＝定数）
であるホモジェナイエティ（homogenity）な関数であるという制約を課
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すことによって追加的に費用関数を推計する。
ホモセティックな制約とは
64,＝642＝6,3＝０ （20） 
であり，このとき，規模の経済性（ＳＣＥ）は
ＳＣＥ＝１－(α‘＋ｂＭｌｎＱ）（21） 
によって求められる。ホモジェナイエティの制約とは上記の制約に加
えて，
６４４＝０ （22） 
とすることである(M)。このとき，規模の経済性（ＳＣＥ）は
ＳＣＥ＝１－α４ （23） 
である。
4．データの特徴
費用関数の推計に利用したデータは，「有価証券報告書』および「電気
事業便覧』各年版から作成した。期間は1978年から1990年の１３年間に
ついての決算時点である。
総費用(Ｃ)＝材料費(Ｋ)＋労務費(Ｌ)＋外注費および経費(Ｍ）
の各項目については『有価証券報告書』の「完成工事原価」内訳を用い
た。材料費価格(Ｂｒ)，労務費価格(日)，外注費・経費価格(PIW)，につい
ては，
材料費価格(Ｈ)＝(材料費(Ｋ))/(該当地域電力会社こう長）
労務費価格(日)＝(労務費(Ｌ))/(技能職従業員数）
外注費・経費価格(PIM)＝(外注費および経費(Ｍ))/(該当地域
電力会社こう長）
によって求めた。ここで「該当地域電力会社こう長」は「電気事業便覧」
各年版を，また，「技能職従業員数」は『有価証券報告書』を利用した。
また，
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電力会社向け完成工事高(Ｑ)＝(完成工事高合計)×(電力会社
受注比率）
については『有価証券報告書』のデータを用いた。
5．推定の結果・２社対３社のケース
データ数の不足を補うために，平均工事高利益率が低く電力会社からの
受注比率が高い関電工とトーエネックの２社データをプールして費用関数
を推計した結果と，その他３社（きんでん，中国電気工事，九電工）の
データによるパラメータ推計結果を表３に掲げた。以下，各々の企業群を
｢２社データ」および「３社データ」と呼ぶことにする。
ここでの関数形は完成工事高(ｌｎＱ)を費用関数に含めた第１式のトラ
ンスログ費用関数である。推計されたパラメータを用いて全企業の費用水
準をシミュレートした結果を図４および図５にまとめた。横軸は電力会
社から受注した完成工事高であり，縦軸はそれに対応した投入費用水
準である(15)。
横軸は図４，図５に共通する。両図の縦軸を比較することによって，同
一の完成工事高を達成するために必要な費用水準の比較が可能となる。最
も完成工事高・費用水準の高いデータは関電工であり，各図の右上方に位
置しているが，３社データによる費用曲線上で関電工の完成工事高を達成
するには，非常に高い費用水準が必要となることがわかる。
３社データによって費用関数を推定し，そのパラメータに２社データを
当てはめたシミュレーション結果を表４に掲げた。関電工が３社データに
よる費用関数に基づいて生産を行った場合を同表上段コラム③に掲げた
が，その費用水準は現実値の５倍から１０倍になる。現実値①をシミュ
レーション推定値③で除した値④は，２０％を上回らない。トーエネックに
ついても，その現実値は推定値の５０％から７０％程度であり，３社データ
による費用関数上で工事が行われるならば，その推定費用水準は現実値を
はるかに上回る。
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パラメータ 推定値 標準誤差 t値
肌ＭＭＭＭＭＭＭＭＭ朋肌ＭＭＭ 0.28524 0.20222 -0.13798Ｅ－０１ 0.20313Ｅ－０１ 0.51080 0.33108Ｅ－Ｏ１ -0.58327Ｅ－０１ 7.8366 3.9442 4.3839 －４．９７６０ －０．２２３６４ 0.54053Ｅ－０２ 3.6765 -3.6691 0.10500Ｅ-01 0.21701Ｅ-02 0.28513Ｅ-02 0.27147Ｅ-02 0.21054Ｅ-01 0.55994Ｅ-02 0.50008Ｅ－０２ 1.2800 2.3611 2.4382 2.1455 0.16771Ｅ－０１ 0.17105Ｅ－０１ 1.8950 2.1365 27.166 93.185 －４．８３９０ 7.4825 24.262 5.9129 －１１．６６３ ６．１２２５ １．６７０５ 1.7980 －２．３１９３ －１３．３３５ 0.31601 1.9400 －１．７１７４ 
表３
きんでん.中国電気工事・九電工によるトランスログ費用関数のパラメータ
ＬＯＧＯＦＬＩＫＥＬＩＨＯＯＤＦＵＮＣＴＩＯＮ＝393.914 
ＮＵＭＢＥＲＯＦＯＢＳＥＲＶＡＴＩＯＮＳ＝３９ 
パラメータ 推定値 標準誤差 t値
ⅢＭＭＭＭＭＭＭＭＭ州肌ＭＭＭ 0.23341 0.21225 -0.21696Ｅ－０１ 0.22865Ｅ－Ｏｌ 0.66264 0.56199Ｅ－０１ -0.64140Ｅ－０１ 1０．０６６ 0.46905 －０．２５０１７ －３．２８７８ -0.20934 0.20602Ｅ－０１ 0.56775 0.23161 0.23082Ｅ-01 0.33641Ｅ-02 0.39275Ｅ－Ｏ２ 0.20692Ｅ－Ｏ２ 0.57526Ｅ－０１ 0.97700Ｅ－０２ 0.50715Ｅ－０２ 1.6790 0.47215 0.29306 0.76932 0.20660Ｅ－０１ ０.l9133E-01 0.33156 0.30688 10.112 63.093 －５．５２４１ 1１．０５０ １１．５１９ 5.7522 -12.647 5.9952 0.99343 -0.85365 －４．２７３７ -10.132 1.0768 1.7123 0.75474 
｜、柵淵蝋馴柵二;;MⅢ’
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図４２社データ費用関数上での費用水準シミュレーション
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逆に，関電工・トーエネックの２社データによる費用関数上で「きん
でん｣，中国電気工事，九電工が生産を行った場合については，表５にシ
ミュレーションの結果を掲げた。
「きんでん」については，1984年を除いて，推定費用水準が現実値を下
回る。また，中国電気工事および九電工についても1978年，７９年を除い
て費用関数上のシミュレーション推定値が現実の費用水準を下回る。
以上の結果をまとめれば，すなわち，費用関数の推定から，より効率的
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２０３
表４関電工・トーエネックの費用シミュレーション
（単位：１０億円，％）
(注1）「現実値」は有価証券報告書にもとづく完成工事原価。
(注２）「自社データ推定値」は関電工，トーエネックの２社データによる費用
関数にもとづく推計値。
(注3）「シミュレーション推定値」は「きんでん｣，中国電気工事，九電工の３
社データによる費用関数にもとづく推計値。
関電工
現実値
① 
自社データ
推定値
② 
シミュレー
ション推定値
③ 
①／③ 
(％） 
④ 
②／③ 
(％） 
⑤ 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ７１３５７２８２２１３０２ ●●●●●●●●●●●●● ５４４２０５８９８２２５９ ５７７９２０１４６１２６８ １１１１２２２２２３３３３ ２４９８８２１２８４００３ ●●●●●ｃ●●●●●●● ５６７２８５４８４０８５８ ８７６９０７１３５４３５７ １１１１２１２２２３３３３ ８０４７９１８２９５２３６ ●●●●●●●●●●●●● ４３８８５２６２３７８７７ ２０２２１７８９７０８９７ １０９３４１７９３２１６１ １７ ９，？９７９１７９， １１１１１１１２３３３４ ４６７９９１５１０３１７２ ８３７４５５２５３７１８３ ●●●●●●●●●●●●● ３７８４５７２２１９０９９ １１１１１１１１１１ ７９８１５５８６３１００６ ４５０５７９９９７６６６０ ●●●●●●●●●●●●● ６７８４４４１１０００９９ １１１１１１１１１１１ 
トーエネツク
現実値
① 
自社データ
推定値
② 
シミュレー
ション推定値
③ 
①／③ 
(％） 
④ 
②／③ 
(％） 
⑤ 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
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表５きんでん.中国電気工事・九電工の費用シミュレーション
（単位：１０億円，％）
きんでん
現実値
① 
自社データ
推定値
② 
シミュレー
ション推定値
③ 
①／③ 
(％） 
④ 
②／③ 
(％） 
⑤ 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ２４７８１０１９１４４５３ ●●●●●●●●●●●●■ ７２６７９５７５７５７７１ ０２３５７８８９１４６８３ １１１１１１１１２２２２３ １３４８４４７１６４３７８ ●●●●●●●●●●●●● ９３４７８４０７５０７８８ １３４７９９１１３６７９９ １１１１１１２２２２２２２ ０２４６５６６７５９５６３ ●●●●●●●●●●●●● ２５４２２８７３３７２９２ ０１２５７６８９１３５６７ １１１１１１１１２２２２２ ０５９１３３３４９５０４７ １２８４８７７１６１９６６ ●●●●●●●●●００●● ５６９３３９９１１３５６１ ００００００９０００００２ １１１１１１ １１１１１１ ６１８１１０１８５６２９３ ７７０５０３３０３４８７７ ●●●●●●●●●●●●● ６５６６５５２２０９９０９ １１１１１１１１１００１０ １１１１１１１１１１１１１ 
中国電気工事
現実値
① 
自社データ
推定値
② 
､､ 
:／こ ユ レー
ション推定値
③ 
①／③ 
(％） 
④ 
②／③ 
(％） 
⑤ 
'978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ０３８０９０４２７９１８２ ●●●●ロ●●●●●●●●３００１０８３１３４０９８ ６７７７８７７８８８９９０ １ ９７３６７５１７０８６０４ ●●●●●●●●●●●●● ２８２８５５８１２５０２４ ６７７７８７７８８９９９９ ４２２７１０３８３４９２０ ●●●●■●●●●●Ｐ●● ４６５９１５８０１２８１３ ６７６６７６６７７８７８８ ３６９７８０７９９３０１６ ８２５８７０４６３０２９３ ●●●●●●●●●●●●● ７２８１３０７４７３４２０ ９９００１２０１１０１２３ １１１１１１１１１１１ ７８９７３５５０１６３０３ ６２８７５１３４０２８３７ ●●●●●●●●●●●●● ７３０２０６４５５６４３３ ９０１１２１１１１１１１１ １１１１１１１１１１１１ 
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表５（つづき）
（単位：１０億円，％）
(1)／③ 
⑨ 
(注１）「現実値」は有価証券報告書にもとづく完成工事原価。
(注2）「自社データ推定値」は「きんでん｣，中国電気工事，九電工の３社デー
タによる費用関数にもとづく推計値。
(注3）「シミュレーション推定値」は関電工，トーエネックのデータによる費
用関数にもとづく推計値。
に工事を行っているのは関電工・トーエネックであると言える。平均工事
高利益率が低く，電力会社からの受注比率が高い企業群（関電工，トーエ
ネック）の方が，効率的な生産(工事)を行っていると言えるのである。
その要因を推測するために，次のデータを確認したい。
代替の弾力'性，価格弾力性と規模の経済`性の期間平均を表６にまとめ
た。２社データと３社データとを比較すると，代替の弾力'性と価格弾力性
についての符号は一致した。
規模の経済性については，関電工・トーエネックの２社データの場合に
はプラス（期間平均1.4282）であったが，「きんでん」・中'三l電気工事・
九電工の３社データによる推計結果ではマイナス（期間平均-20.3583）
であった。すなわち，完成工事高が増加したときにその費用が逓減してい
九電工
現実値
① 
自社データ
推定値
② 
シミュレー
ション推定値
③ 
①／③
(％） 
④
②／③ 
(％） 
⑤ 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ７６７９５８９４３４０２８ ●●●●●●●●●●●●● ６１９８８１８７４８５６８ ６７７８９００１０１２３４ １１１１１１１１ ８６４１１８８７１２４９８ ●●●●●●●●●●□●● ０９４４４６０２９９４７０ ７７８９０９１１０２３３４ １１１１１１１１ １７１９４９６５６２７８４ ●●●●●●●●●●●●● ２５９４１７７９５９２５８ ７７７８９８９９９０１１１ １１１１ １８６１７１８９０２１２８ ５５７７７８５９１４９６６ ●●●●●●●ＤＣ●●●● ２４０４７５１７９８０７５ ９９０００１１１００１１２ １１１１１１１１１１１ ０５０４９３２７２２５８２ ２１７８８１５２１３２０９ ●●●●●●●●●●●●● ８５６０３０３３４８９９８ ９００１１１１１１１１１１ １１１１１１１１１１１１ 
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表６
きんでん.中国電気工事・九電工データによる弾力１ｆｔと規模の経済性
関電工・トーエネックデータによる弾力性と規模の経済性
（注）Sij(Z,ノー1,2,3）は代替の弾力性，Ejj(Z,ノー1,2,3)は価格弾力性,ＳＣＥは
規模の経済`性である。ここで１は材料費価格(ＰＫ)，２は労務費価格(日)，
３は外注費および経費の価格(PIM)である。
<という意味で規模の経済性がある，と言えるのは平均工事高利益率の低
い企業群，関電工とトーエネックである。
こうした規模の経済,性が何故発生するのかを推測するために，ホモセ
ティックな制約を置いた場合と，ホモジェナイエティの制約を置いた場合
の推計をみると，費用水準での格差が縮小していることがわかる。３社
データの費用関数について，制約を置かない図５では関電工は約2,500億
円の電力会社向け完成工事を行うために，４兆円の費用を支出しているの
に対しホモセテイックな制約を置いた場合には１兆４千億円程度（図
7)，ホモジェナイエテイの制約を置いた場合には4,000億円程度（図９）
平均 標準偏差 最小値 最大値
、皿肥ｕ皿的四ｓＳＳＥＥＥＳ 0.68122 -0.16067 0.75417 -0.02203 -0.61743 -0.07046 -20.35835 0.10841 0.08608 0.04773 0.04652 002548 0.01864 2.00872 0.44492 －０．３１３６７ 0.64186 -0.09819 -0.63608 -0.08845 -24.04172 0.80557 0.03362 0.81794 0.05758 -0.53221 -0.03345 -16.90782 
平均 標準偏差 最小値 最大値
S１２ 
Ｓ１３ 
Ｓ２３ 
Ｅ１１ 
Ｅ２２ 
Ｅ３３ 
SＣＥ 
0.35392 
-0.07311 
0.45346 
-0.00499 
-0.36854 
-0.03251 
1.42826 
0.19475 
0.04797 
0.10709 
0.02029 
0.10801 
0.01227 
0.12256 
-0.12499 
-0.19224 
0.20684 
-0.03282 
-0.51241 
-0.05112 
1.21404 ７２３８５２０ ０２７６８５７ １２５６７５９ ５０１３９０２ ６０６０００６ ●●●●●●● ００００００１ 
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関電工・トーエネックの費用関数にもとづく費用水準シミュレーション
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２０６０１００１４０ 
１０億円
(注）ホモセティックな制約を置いた場合
180２２０２６０ 
図７その他３社の費用関数にもとづく費用水準シミュレーション
1,400 
1,000 
圧
埋
白
500 
100 
２０６０１００１４０ 
１０億円
(注）ホモセティックな制約を置いた場合
180２２０２６０ 
にまで格差は縮小する。
制約を置かずに表６で求めた規模の経済性（ＳＣＥ）は，
ＳＣＥ＝１－(α４＋ｂＭｌｎＱ＋b4llnPk＋ｂ４２１ｎＢ＋ｂ４３１ｎＥＭ） 
であった。ホモセティックな制約が置かれた場合，
641＝642＝643＝０（20） 
であり，このとき，６４〔(i＝1,2,3)はトランスログ費用関数上で工事高
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関電工・トーエネックの費用関数にもとづく費用水準シミュレーション
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(注）ホモジェナイエティの制約を置いた場合
180２２０２６０ 
図９その他３社の費用関数にもとづく費用水準シミュレーション
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狸
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１０億円
(注）ホモジェナイエティの制約を置いた場合
180２２０２６０ 
(ｌｎＱ)に乗ぜられた項のパラメータである。ホモジェナイエティの制約
とは上記の制約に加えて，
６Ｍ＝０（22） 
とすることであったから，このときトランスログ費用関数は工事高規模
からは独立になる。すなわち，工事高規模(ｌｎＱ)の影響を費用関数から
排除すればするほど，費用関数上の格差は縮小するのである。
この事実から推測されるのは，配電網の需要密度が完成工事高(ｌｎＱ）
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２０９
によって表されており，単位面積あたり完成工事高が高くなるにしたがっ
て，そのための単位費用が低下する傾向があるかもしれない，ということ
である。ホモセティシティないしホモジェナイエティの制約を置くことに
より，そうした需要密度の影響が排除され，２社データと３社データの費
用格差が縮小するのかもしれない。
Ⅳ、規制政策への含意
本稿の分析結果から，公正報酬率規制の課せられた産業と垂直的取引関
係を有する企業における経営効率のあり方をいかに考えるべきかをまとめ
たい。
（１）電力会社と電気工事会社の事例は，長期的な取引関係と出資とが観
察されるという意味で，規制のもとでの垂直的取引の事例である。電
力会社＝電気工事会社という取引関係において，アバーチ＝ジョンソ
ン効果があるとすれば，すなわち，カーン［1989］の言うように電力
会社が「設備を購入する際に厳しい交渉を行わない」とすれば，非効
率的な取引関係が生まれるかもしれない。
（２）しかし，その非効率性は必ずしも電気工事会社の工事高利益率に反
映しているとは言えない。トランスログ費用関数によるヤードス
ティックの推計から明らかになったのは，工事高利益率が低く，電力
会社からの受注比率が高い企業(群)の方が，効率的な費用曲線上で生
産を行っている可能性が高い，という事実である。
（３）そうした事実が発見された理由として，本稿では検討しなかった，
いわば残された可能性は少なくとも二つある。第１は電気工事の費用
が配電網の単位面積あたり敷設密度の減少関数であるという可能性で
ある。第２は，費用関数の意味で非効率的な企業(群)に電力会社が支
払う電気工事価格が相対的に高く，その利益を，株式配当として，
電力会社をはじめとする電気工事会社への出資者に配分しているとい
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う可能性である。親子会社間における移転価格（トランスファー・プ
ライシング）の問題であり，また，規制によって発生したレントの配
分という問題である。
結論として，本稿で考察した事例に限定するならば，あるべき政策につ
いては次のように考えることができる。すなわち，内部移転価格に関する
疑念を解決するために必要なシステムの構築が必要である。それは，端的
に言えば，個別工事原価ベースでヤードスティックを計算できるシステム
である。
公正報酬|率規制の対象となっている企業が，自らの出資する企業との長
期的取引関係を維持している場合，その取引条件についての'情報を開示す
るシステムの導入が必要であろう。本稿表２において見たとおり，配電
線工事については「特命」ないし「工事委託契約」がほとんどであり，
｢競争」入札が行われていなかったが，「特命」ないし「工事委託契約」と
いう場合の契約条件は，潜在的な電気工事参入企業にとって入手可能な情
報となっていない可能性がある。
例えば，工事契約価格の積算データといった｣情報が開示されるならば，
潜在的な参入企業にとってのみならず，既存の電力会社＝電気工事会社に
とっても，取引条件と経営効率改善のインセンティブとなるかもしれな
い。言うまでもなく，潜在的な参入企業を念頭におけば，この場合，情報
開示は，規制者＝被規制企業の二者間だけでなく，より広い対象に対して
行われる必要があろう。
(付記）本稿は，植草益東京大学教授を主査とする「規制研究会」に
提出したペーパー「公正報酬|率規制のもとにおける垂直的取引関係一
電気工事産業の予備的ケーススタディー」を書き改めたものである。
研究の過程において有益な助言を与えて下さった研究会主査および委
員の方々に記して感謝したい。
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〈注＞
通商産業調査会編［1990]，104ページ。
アバーチージョンソン（AverchandJohnson，［1962]）のモデルによれば，
(1) 
(2) 
ｍａｘ汀＝Ｒ－ｒＫ－ＬｕＬ
ＫＬ 
ｓＬＲ券L`≦。
として制約付最大化問題を解くと，
ムー｣ニース(s-r）〈_Z二八ＬＵ（１－入)ＬＵｕノ
が得られる。ここで，スはラグランジュ乗数であり，バーグーチルハート
（BergandTschirhart，［1988Ｌ３２７ページ）は，２階の条件が成り立つと
きＯ〈ス〈１になることを導いている。
(3)例えば，浅沼［1984］を参照されたい。
(4)エクルス（Eccles，［1981]）によれば，アメリカにおいても建設業者とそ
の下請業者との業務提携は，１つあるいはごく少数企業間における長期的かつ
安定的なものであるという。
(5)本稿の分析課題を電力会社の立場からみると，公益事業における別会社によ
る兼業の是非を間うていることになる。公益事業における兼業規制をアバーチ
ージョンソン・モデルの拡張として議論したのは岸本［1989a，1989b，1990〕
である。ただし岸本の提示したモデルは，アバーチージョンソン[1962］論
文，第Ⅱ節における「複数市場のケース（TheMultimarketCase)」と酷
似している。兼業の定義については山谷［1991］をも参照されたい。なお，電
気事業におけるコージェネレーションの導入によって分散型電源事業者が電気
事業に参入し，供給義務の課された電気事業者の採算が悪化するという状態を
仮定した場合に，事業多角化からの内部補助によってコストを補填すべきであ
る，と主張するのは西野［1988］である。
(6)カーン（Kahn，［1989])，第２巻第２章，４９～５４ページ。なお，井手
［1990］の議論は公正報酬率規制のもたらすタイム・ラグの問題を指摘すると
同時に，その代替案として注目を浴びているプライス・キャップ規制の限界を
議論しており，示唆に富む。
(7)ピーターソンーウェイド（PetersonandWeide，［1976])，デイチェート
（Dechert，［1984])，カタヤマーアベ（KatayamaandAbe，［1989]）を参
照されたい。ピーターソンーウェイドのモデルは，Ｋ(O)を所与，に０，Ｌ≧Ｏ
のときに，
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ｓ，ｔ、Ｋ＝Ｉ－ａＫ
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という制約条件付最大化問題をボントリャーギンのマキシマム・プリンシプル
によって解くものである。公正報酬率規制を制約条件としない場合の最適投資
水準をＬ，規制がある場合をＬとすれば，
ル…Ｍでこ/rR職．…｡『
であるのに従って
Ｌミム
である。ここでｓ＞Ｒｋが仮定されていない以上，Ｌ＜Ｌとなる可能性は排除さ
れない，というのがモデルから導かれた命題である。
(8)ヤードスティック競争以外の観点から公益事業と，その関連会社との取引関
係を分析するとすれば，免許入札制，社会契約制・費用調整契約，価格上限規
制といったインセンティブ規制のあり方を念頭に置く必要があろうと思われ
る。東京ラウンド以来，ガット（ＧＡＴＴ，関税貿易一般協定）は政府調達１慣
行を非関税障壁として交渉のテーブルに挙げている。交渉の過程で日本電信電
話公社はＮＴＴに民営化され，その限りにおいて政府調達の問題ではなくなっ
ている。しかし，公益事業の原材料・部品調達の問題が無くなったわけではな
いであろう。むしろ，依然として不明な部分が多いが故に，議論の材料が不足
している状況にあるのではないだろうか。なお，インセンティブ規制の方式
としての免許入札制（franchisebidding)，地域間競争（yardstickcompe-
tition)，社会契約制・費用調整契約(socialcontract)，価格上限規制(price
capregulation）については，植草［1991］を参照されたい。
(9)アパーチージョンソン効果をトランスログ費用関数から実証した試みとして
は，スパン（Spann，［1974]）の研究がある。植草［1991］の研究サーベイ
によれば，生産フロンティア曲線を用いてアバーチージョンソン効果を否定し
た研究によって電力業に関する実証研究は「終わった」（91ページ）という評
価が下されている。確率的な生産フロンティア曲線の推計による技術非効率の
計測については，ミューセンーバン・デン・ブロック（Meeusenandvan
denBroeck，［1977])，アイグナーーロベルーシュミット（Aigner，Lovell
andSchmidt，［1977])，ケイブス（Caves，［1985])，植草＝鳥居［1985］
がある。本研究においてそうした方法を採用しなかったのは，予備的なデータ
観察の時点で各電気工事会社の費用データに安定的な格差が観察されたことに
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２１３
よる。確率的なノイズの存在を考慮したうえで特定産業の生産フロンティアを
推計することよりは，むしろ，生産フロンティアに企業ごとの格差が存在する
（ように見える）のは何故かを問いたかったからである。
(10）トランスログ費用関数については，例えば，クリステンセン＝グリーン
（ChristensenandGreene，［1976])，ジョンストン（Johnston，［1984]）
第８章を参照されたい。日本の電気事業に関して，トランスログ費用関数の推
計にもとづいて生産要素間の代替の弾力性ないし規模の経済`性を計測した実
証研究としては井沢［1983]，室田［1984]，新庄［1990］がある。また，その
サーベイ論文としては阿波田［1987］を参照されたい。
(11）クリステンセン＝グリーン［19761662ページ。なお，本文第１６式の推定
に際してはゼルナーの「見せかけ上無相関な回帰分析（seeminglyunrelated
regression)」を行った。また，第１６式と第１１式の連立方程式の推定につい
ては，確率誤差項の分散・共分散行列を含む２次形式で表される評価関数を
最小にする繰り返し計算を，ＴＳＰバージョン４１０ＬＳＱコマンドによって
行った。この点については，和合・伴［1988］９０～91ページを参照されたい。
(12）アレンー宇沢の偏代替の弾力性は，生産要素Ｘ，Ｘ)について
。F号
ａｊ 
ｏｍ＝百丁
によって定義される。ここでE〃は代替の弾力性，Ｓｉ＝ＢＸ,/Ｃ＝ｏｌｎＣ/ｏｌｎＢ
は，コスト・シェアである。最適な費用水準ひ＝ＺｊＰＩｘｌ＊についてシェパー
ドの補題が成り立つとき，
０Ｃ＊ -57う｢＝ｘｌ*＝ｃ
である。（ここでｘの添え字は第ｉ生産要素を示し，総費用ｃに添え字がつい
たｃは第ｚ生産要素の価格で費用関数を偏微分していることを示す｡）このと
き，２階の偏微分について，
ＤＣ＊ＯＸｌ＊ ＭＯＥ了了｢＝ｑ
であることに注意して偏代替の弾力性を書き直せば，
ｊＸｌ/Ｘ OＸＣ ｊｌｌＸＣ 
１ｌｓｑ 
ｌｌＸ 
且Ｓｏｏ ｣Ｂ/Ｅ 
Ｃ 
ｏＰＩｉＢＸ〉
OＢＸｌＸ７ＣＱ 
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である。ここで，コスト・シェア式からトランスログ費用関数を用いた偏代替
の弾力性を求めれば，CKLについて，
sFL言ﾑﾆｰ｣ニニニ
Brcjr＝sjrc 
BrCパー(α,＋6,,lnPk＋6,21nPL＋6,31ｎＰＷ＋6ｨ,ｌｎＱ)Ｃ
であり，上式をＢで微分すれば，
Ｍ蝿=等+Ｍ
＝上li;fL+n号ｑ
が得られ，式変形して，
ｃ"=豊芸+一旦{デー
が求められる。CKLに代入すれば，
ＣＫＬＣ 
ｏベル＝~で丙で了
＝六(老i≦|了+二{:二一｝
C26I2＋ＨＨＣKＣＬ 
PkELCKCL 
bI2＋ＰｋＢＪＣＫＱ Ｃ２ 
PkBCjrQ 
Ｃ2 
6,2＋ＳＫＳＬ 
ＳｘＳＬ 
が求める偏代替の弾力'性である。ここでの導出は，偏代替の弾力性については
クラウズ（Krouse，［1990]）４０ページ，トランスログ費用関数に特定化した
場合については室田［1984］９７ページに依拠している。
(１３SCE＝１－０１ｎｏ／Ｏ１ｎＱが正であるときに規模の経済性があると言うこと
ができるのは，
冊{一旦号fＬ C(Ｑ＋‘,ｐ)－Ｃ(Ｑ,ｐ） )>0 (Ｑ＋」)－９
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であるとき，生産数量を増加させるのに伴ってその費用が低下していることを
示せるからである。上式は，
‐EmL且二黒トム上｡Ｑ 
の定義式であるから，
」-両;h5T空昊ｳﾑﾑ、
すなわち，
］-器:;叩
であるときに規模の経済性が存在するといえる。この点については，クリステ
ンセン＝グリーン［1976]，井澤［1983］を参照されたい。
(１０クリステンセン＝グリーン［1976]，６６１ページ。
(15）完成工事高については電力会社からの受注比率が明らかであるが，費用デー
タについてはその内訳が明らかでない。従って，役人要素価格を計算する際に
は，電気工事会社の全事業を合計したデータを用いざるを得なかった。従っ
て，シミュレーションを行えば，求められる費用水準は電力会社向けを含むす
べての電気工事向け費用合計である。そのため，横軸の電力会社向け完成工事
高よりも縦軸の費用合計が大きくなる。
〔献辞〕法政大学経済学部における学恩に感謝し，本稿を鈴木徹三先生に捧
げる。
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《付表》
付表１関電工の費用データ
22 
-
Ｍ黄lＬ
(注ｌ）「東京電力受注比率」の単位は％。
(注２）「こう長あたり材料費」「こう長あたり外注費・経費」の単位は百万円／
千ｋｍ。
(注３）「1人あたり労務費」の単位は，百万円／人。
(出所）「有価証券報告書』各年版，および「電気事業便覧」各年版より作成。
年度
完成工事高
合計
(１０億円）
東京電力
受注比率
(％） 
完成工事原価（１０億円）
材料費 労務費 外注費 経費
合計
(１０億円）
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 １９３８１２１６９０１３４ ●●●●●●●●●●●●● ８０３６４７５６８０００６ ６９９１４２４７９５６１３ １１１２２２２２２３３４４ ４９９６５６９１１５４１７ ●●●●●●●●●●●●● ２３２３９２７８８４２７５ ６６６６５５５５５６６５５ ８６４５５９５２０８５２５ ●●●●●●●●●●●●● １８５２１７１０７９０５１ ５５５６７６７８８８９０１ １１ １８１６０３５１０３６１２ ●●●●●●●●●●●●● ９０９０２１４４４５５５６ ２２１２２２２２２２２２２ ９９５４１０９８９７４３４ ●●●●●●●●●●●●● １８２９２０４３３５２５７ ５６７７９８８０１４５７８ １１１１１１ ９８３０１０９１３３８４１ ●●●●●●●●●●●■● ２５７０５６７１３１３９４ ２２２３３３３４４５５５６ ７１３５７２８２２１３０２ ●●●●●●●●●●●●● ５４４２０５８９８２２５９ ５７７９２０１４６１２６８ １１１１２２２２２３３３３ 
技能職
(人） Ｊ 長ｍ・っｋこ千く 工事高利益率(％） こう長あたり材料費 １人あたり労務費 こう長あたり外注費・経費 東京電力出資比率(％） 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 １８２８５６６７０３５４１ ５４１１２５７５３００７２ ２１０９８８６５５４４１０ ７？，？？９１，？９？７９ ６６６５５５５５５５５５５ ７３９４２３５９４６３４７ ●●●●●●●●●●●●● ３０５１６０４８３８３８３ １２２３３４４４５５６６７ ２２２２２２２２２２２２２ ８０３１９８３１７３０４２ ３８８２５６７９２８５０８ ●●●●●●●●●●●●● ７８９１９９０９０００１０ １ １１１１１１ ３０３８１６３２５０５８９ ●●●●●●●●●□●●● １０４１０８９７９４４３６ ５７５７８４６８９２１２２ １１１１１１１１１２２２２ ６８８８８４２４４８４５２ ６３１４７６３３３６７８２ ●●●●●●●●●●●●● ４３３３３３４４４４４４５ ４７９７４９８２４４７３８ ●●●●●□●●●●●●● ８４７００３０８０１８９１ １７７０２５９３６９８９１ ２２２３３２２３３４４４５ ５６６６６５５５９３７３３ ０８８８８７７７９２４４４ ●●●●●●巳●●●●●●１８８８８８８８７７６６６ ５４４４４４４４４４４４４ 
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２１９
．付表２トーエネック（東海電気工事）の費用データ
(注１）「中部電力受注比率」の単位は％。
(注２）「こう長あたり材料費」「こう長あたり外注費・経費」の単位は百万円／
千ｋｍ。
(注３）「１人あたり労務費」の単位は，百万円／人。
(出所）『有価証券報告書』各年版，および「電気事業便覧』各年版より作成。
年度
完成工事高
合計
(１０億円）
中部電力
受注比率
(％） 
完成工事原価（１０億円）
材料費 労務費 外注費 経費
合計
(１０億円）
８９０１２３４５６７８９０ ７７８８８８８８８８８８９ ９９９９９９９９９９９９９ １１１１１１１１１１１１１ ４６２６５６７７４１７６９ ●。●●●●●●●●●●●７０９５３２９１０１７３５ ７９９０１１１３４６７８９ １１１１１１１１１１ ８６９３５５９３２２０６４ ●●●●●●●●●●●■● ３５３００７２８０５６８２ ６６６６６５６５６６６５５ ２３５５８２２１５１６０７ ●●■Ｂ●●●●●●●●● ２５７９００１６７１５８４ ２２２２３３３３３４４４５ ５２８４２０３９６８８８１ ●●●●●●●●●●●●● ０１１２３４５５６６６６７ １１１１１１１１１１１１１ ９４５８３５１１９３７８９ ●●●●●●●。●●●●●１７１２６４７０３４２５７ ２２３３３３３４４５６６６ ９４７８１５７２７５０５９ ●●●●●●●●●●●●● ３５６７９００２４８１１３ １１１１１２２２２２３３３ ５３５５４２３３７７１１６ ●●●●●①●●●●●●● ８９７２９９４４２０６２３ ６７８９９９０１２４５６７ １１１１１１１ 
技能職
(人） Ｊ 長ｍ》っｋこ千く 工事高利益率(％） 長り費うた料こあ材 １人あたり労務費 こう長あたり外注費・経費 中部電力出資比率(％） 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ３４２２９３９６２７７１１ ９６８３８６５１６２７０７ ０００１０９８７６６６６５ ９７９９，９７７９９７９７ ６６６６６５５５５５５５５ ２３５８７２４５７７８２５ ●●●■●●●●●●●●● ７０１４７０２４６８０３５ １２２２２３３３３３４４４ １１１１１１１１１１１１１ ０７９１２０７１１６６１８ ５４７４４９８２６６１７３ ●●●●●●●●●●●●● １２１２２１２３２２２１１ １１１１１１１１１１１１１ ８０６５９４２５１２８４０ ●●●●●●●●●●●の●０８４２５３８６５３３６７ ２３４４４３４５６９１９９ １１１１１１１１１１２１１ ２５４２７５１８３９６０７ ７８９０１３６７９９９００ ●●●●●●●●●●●●■ １１１２２２２２２２２３３ ９４５５５９６０１２２２６ ●●●●●Ｃ●●●□●●● ４３３４２２４０２９９８６ ９３５４６４７７０８３９６ １２２２２２２２３３４３３ ８８８８８８８６６６６６８ ６６６６６６６７７７７７３ ●●●●●●●●●●●●● ２２２２２２２８８８８８５ ３３３３３３３２２２２２２ 
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付表３きんでん（近畿電気工事）の費用データ
年度
(注１）「関西電力受注比率」の単位は％。
(注２）「こう長あたり材料費」「こう長あたり外注費・経費」の単位は百万円／
千ｋｍ。
(注３）「１人あたり労務費」の単位は，百万円／人。
(出所）「有価証券報告書」各年版，および「電気事業便覧』各年版より作成。
完成工事高
合計
(10億円）
関西電力
受注比率
(％） 
完成工事原価（１０億円）
材料費 労務費 外注費 経費
合計
(１０億円）
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ８６９２８４７４４９００２ ●●●●●●●●●●●●● ０８４４６０２２７７１７６ ３４６９１２２３５８１３８ １１１１２２２２２２３３３ ８２１３２３８９９５７５５ ●●●●●●●●●●●●■ ３２１１０９０９７６５４９ ４４４４４３４３３３３３２ ６０７６８５８７３２５０８ ●●●●●●●●●●●●● ５７７９１１２２４５５７８ １１１１２２２２２２２２２ ０２１６７７７０４３７００ ●●●●●●●●●●●●● １６９５００７１４３９９６ ３３３４５５４５５６６７９ ９８７５３４３６８４９３０ ●●●●●●●●●●●●● ６３２２３８１６０６９６６ ４５６７８８９９１２３４６ １１１１１ ７４２１３４３６６５３２５ ●●●●●●●●●●●●● ３５７０３４５５７０２５０ １１１２２２２２２３３３４ ２４７８１０１９１４４５３ ●●●●。●●●ＣＳ●●●７２６７９５７５７５７７１ ０２３５７８８９１４６８３ １１１１１１１１２２２２３ 
技能職
(人） ｊ 長、一つｋこ千く 工事高利益率(％） 長り費うた料こあ材 １人あたり労務費 こう長あたり外注費・経費 関西電力出資比率(％） 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ０２８７７４６６６５１９９ ５４５７７５９５４２４１８ ４４４４５６３２１１２３２ ９？？９９９，リリ９９９７４４４４４４４４４４４４４ ０８９７２８０２８６０６０ ●●●●●●●●●●●●● １２４６８９８０１３５６８ ９９９９９９９００００００ １１１１１１ ４３０４９６９１６６２９２ ０６１７３０９７６７０６２ ●●●●●●●●●●●●● ８７７８７６５５５４４４４ １１１１１１１１１１１１１ ２６３８５７６１５００７２ ●●●●●●①●●●●●● ９４９４７９８３２３７５２ ４６６９０９９００２３５６ １１１１２１１２２２２２２ １３７８６２９３６１１５１ ５８９３７６１３８１０２７ ●●●●●●●●●Ｇ●●● ３３３４４４５５５６６６６ ７７０５４２４６３８５４１ ●●●●●●●●●●●●● １４６５６４５６５２５７４ ９１４９３４８８１５８８６ ２３３３４４４４５５５５５ ７３３６００９９９９５１７ ２２２７９９８８８８３４３ ●■●●●●●ｃ●●●●● ７７７３４４４４４４５５４ ３３３３３３３３３３３３３ 
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２２１
付表４中国電気工事の費用データ
F］ 
(注１）「中国電力受注比率」の単位は％。
(注２）「こう長あたり材料費」「こう長あたり外注費・経費」の単位は百万円／
千ｋｍ。
(注３）「１人あたり労務費」の単位は，百万円／人。
(出所）『有価証券報告書』各年版，および「電気事業便覧』各年版より作成。
年度
完成工事高
合計
(１０億円）
中国電力
受注比率
(％） 
完成工事原価（10億円）
材料費 労務費 外注費 経費
合計
(１０億円）
'978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ４６４６１６７９４９９５４ ●●●●●●●●●●●●● ０２５７５９４４７０５０２ ８９９９０９９００１１３４ １ １１１１１１ ７７３３９３３５６３４９２ ●●●●●●●●●●●●● ８４４６０６９７６０６０９ ２３３３４３３３３４３３２ ５９８２７５１９８７１６２ ●●●●●●●●●●●●● １３５６５６５８８２５１５ ２２２２２２２２２３３４４ １２８８０６７４８６４５５ ●●●●●●●●●ＣＯ●● ３４２２３２２２２２２２２ １１１１１１１１１１１１１ １２１９３３１８４５７１８ ０●●●●●●●●、●●●３６６４９６４７９６８１４ ２２２２２２２２２２２３３ ３０１１９６５１７１９６７ ●●●●●●●●●●●●● ５６６７２２１２２３３４５ １１１１１１１１１ ０３８０９０４２７９１８２ ●●●●●●●●●●●●● ３００１０８３１３４０９８ ６７７７８７７８８８９９０ １ 
技能職
(人） ｊ 長ｍ》っｋこ千く 工事高利益率(％） 長り費うた料こあ材 １人あたり労務費 こう長あたり外注費・経費 中国電力出資比率(％） 
８９０１２３ ７７８８８８ ９９９９９９ １１１１１１ 
４５６７ ８８８８ ９９９９ １１１１ 
８ ８ ９ １ 
９０ ８９ ９９ １１ ２９２２３１１２８２４３９ ６２６３３０１０９０６６７ ３２６５３３２１９９８７６ ９９９，，７９７７９９９９ ４４５５５５５５４４４４４ ２１７４８３３２２４３４４ ●●●●●●●●●●●●⑪ ５５５６６７８９０９０１２ ７７７７７７７７８７８８８ ４８９５３９９９７４６２２ ６０７２０６４５０４２５０ ●●●●●●●●●●●●● １４５７３１２２２３２３４ ２２２２２２２２２２２２２ １４９５９４０８４０１９２ ●●●●●●ｃ●●●●●● ２０６４６４６６１６９７０ ８１１２３２２３３６５５６ １１１１１１１１１１１１ ０６６１４８４３６７５２７ ０３２３４３４４５５５６６ ●●●●●●●●●●●●● ３３２２２２２２２２２２２ ４８９０７７７９１０１５０ ●●●●●■●●●●●●の８８５２４２８８２１３３９ ０４４５２８７８９０９７７ １１１１２１１１１２１１１ ０００００００００００００ ●●●●●●⑪●●●●●● ５５５５５５５５５５５５５ ３３３３３３３３３３３３３ 
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付表５九電工（九州電気工事）の費用データ
(注１）「九州電力受注比率」の単位は％。
(注２）「こう長あたり材料費」「こう長あたり外注費．経費」の単位は百万円／
千ｋｍ。
(注３）「１人あたり労務費」の単位は，百万円／人。
(出所）『有価証券報告書』各年版，および『電気事業便覧』各年版より作成。
年度
完成工事高
合計
(１０億円）
九州電力
受注比率
(％） 
完成工事原価（１０億円）
材料費 労務費 外注費 経費
合計
(１０億円）
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 ４６３０１８５１６４１９７ ●●●●●●●●●●●●● ７４３４４５２１６２０１７ ７８９０１１２３１３４５６ １１１１１１１１１１ ８００２１５５５９４６２４ ●●●●●●●●●●Ｃ●● ０３２２３２３３５８８５１ ３３３３３３３３３３３３３ ７５５５９１１８１３４６０ ●●●●●●●●●●●●● ０１４７９８２２９１１６０ ２２２２２２３３２３３３４ １９６８３５５６７１０２３ ●●●●●●●●●●●●● ５５６７９９００８０００１ １１１１１１２２１２２２２ ０７３３９３５２３３３８４ ●●●●●●●●●●●●● ００１３４５５６５７９０３ １１１１１１１１１１１２２ ９５３３４９８８２７３６１ ●●●●●●●●●●●●● ０３７０４８０７１９４８４ ２２２３３３４４４４５５６ ７６７９５８９４３４０２８ ●●●●●●●●●●●●● ６１９８８１８７４８５６８ ６７７８９００１０１２３４ １１１１１１１１ 
技能職
(人） ｊ 長ｍ》っｋこ千く 工事高利益率(％） 長り費うた料こあ材 １人あたり労務費 こう長あたり外注費・経費 九州電力出資比率(％） 
８９０ ７７８ ９９９ １１１ 
１ ８ ９ １ 
２，０４５（０７（けｑ〉（Ｕ（け〈Ｕ（Ｕ（Ｕ（Ｕ（Ｕ（Ｕ（けｑ〉ｑＵｑＵｑｖｑ〉ｑ〉ｑ〉ｑｕｑｕｑＵ１１１１１１１１１ ０７７５２７８８５８１７３ ５５７１６９４９７２３９８ ２１００９８７５３２１９９ ９９９？，？？９９７９９９ ５５５５４４４４４４４３３ ３８８８８８９１２５７０５ ●●●●●●●●●●●●● ０２４６８０２５７９１４６ １１１１１２２２２２３３３ １１１１１１１１１１１１１ ２７８２７９０５５７８４７ ８３５５６０１４５５７３２ ●●●●●●●●●●●●● ３５４４３２１０００００１ １１１１１１１１１１１１１ ８９３８３６５８１８０１０ ●●●●●●●●●●●●● ７２８５３５７７２２２６２ ５６６７８７８８８９９９９ ８８７５９８２８７５４５５ ８０２５８９３４２７８０３ ●●●●●●●●●●●●● ２３３３３３４４４４４５５ ３１６２４８５４５７７６３ ●●●●●●●●●●●●● ６０７０７５３１９８５８１ ８００２３４５７５９１００ １１１１１１１１１２２２ ３３４４４４４４４４４５０ ０００００００００００３０ ●●●Ｂ●●●●●●●●● ４４４４４４４４４４４２１ ２２２２２２２２２２２２２ 
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２２３
付表６電気工事会社受注比率平均の差の検定（t検定）
(注）＊印は５％水準で有意。＊＊印は１％水準で統計的に有意に平均が異なる。
付表７電気工事会社工事高利益率平均の差の検定（t検定）
(注）＊印は５％水準で有意。＊＊印は１％水準で統計的に有意に平均が異なる。
付表８電気工事会社受注比率および工事高利益率平均
関電工 ﾄーエネック きんでん 中国電気工事 九電工
関電工
ﾄーエネック
きんでん
中国電気工事
九電工 ＊＊＊ ＊＊＊ ３７０３ ７０１４ ８４４１ ●●●● ０４６１ １１２ 
0.873 
14.813 
16.756 
21.228 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
14.407 
14.813 
2.109 
3.791 
＊＊ 
＊＊ 
＊ 
＊＊ 
1６．４１０ 
１６．７５６ 
2.109 
1.246 
＊＊ 
＊＊ 
＊ 
21.143 
21.228 
3.791 
1.246 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
関電工 ﾄーエネック きんでん 中国電気工事 九電工
関電工
ﾄーエネック
きんでん
中国電気工事
九電工 ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ６３７１ ８０５０ ６１８７ ●●●● ６２４３ １２ 
6.686 
8.921 
23.394 
０ 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
12.103 
8.921 
11.629 
5.988 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
24.857 
23.394 
11.629 
1６．２６２ 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
3.701 
０ 
3.516 
16.262 
＊＊ 
＊＊ 
＊＊ 
関電工 ﾄーエネック きんでん 中国電気工事 九電工
平均受注比率
平均工事高
利益率
59.9 
10.0 
6１．２ 
1２．２ 
38.7 
1６．２ 
3５．５ 
2３．４ 
33.9 
1２．２ 
224 
付表９ホモセティックな制約をかけた場合の推計パラメータ
パラメータ 推定値 標準誤差 t値
ⅢⅢＭＭＭＭＭＭ咄ＭＭＭ 0.43313 0.20808 -0.11013Ｅ－０２ 0.10258 -0.27096Ｅ－Ｏ２ 10.237 0.95087 -0.14551 -3.1613 -0.27370 0.12773 0.74489 0.36209Ｅ-01 0.33030Ｅ-02 0.82809Ｅ-02 0.97763Ｅ-01 0.22349Ｅ－Ｏ１ 1.9513 0.29482 0.60524Ｅ－Ｏｌ 0.82972 0.21404Ｅ-01 0.39729Ｅ－０１ 0.14413 11.962 62.998 -0.13299 1.0493 -0.12124 5.2464 3.2252 －２．４０４２ －３．８１０１ -12.787 3.2150 5.1680 
2社データ
ＬＯＧＯＦＬＩＫＥＬＩＨＯＯＤＦＵＮＣＴＩＯＮ＝２８７９７０ 
ＮＵＭＢＥＲＯＦＯＢＳＥＲＶＡＴＩＯＮＳ＝２６ 
パラメータ 推定値 標準誤差 t値
１ｎｕ２配０４“ＡＢＢＡＢＡＡＢ 
３田路胡ＡＢＢＢ 
0.32588 
0.21316 
-0.24809Ｅ－０１ 
0.41107 
0.66067Ｅ－Ｏｌ 
6.4446 
0.17165 
0.18656 
-1.6328 
-0.23542 
0.46338Ｅ－０１ 
0.47582 
0.17115Ｅ-01 
0.21826Ｅ-02 
0.44160Ｅ-02 
0.39238Ｅ-01 
0.10119Ｅ－Ｏ１ 
0.81816 
1.0721 
0.30641 
0.98093 
0.15314Ｅ－０１ 
0.21164Ｅ－Ｏ１ 
0.18282 
19.041 
97.665 
－５．６１７９ 
10.476 
6.5289 
7.8769 
0.16010 
0.60886 
-1.6645 
-15.373 
-2.1895 
2.6026 
3社データ
ＬＯＧＯＦＬＩＫＥＬＩＨＯＯＤＦＵＮＣＴＩＯＮ＝３６０８０４ 
ＮＵＭＢＥＲＯＦＯＢＳＥＲＶＡＴＩＯＮＳ＝３９ 
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２２５
付表'ｏホモセティックな制約をかけた場合の弾力性と規模の経済性
2社データ
3社データ
(注）表６注参照
平均 標準偏差 最小値 最大値
Ｓ１２ 
Ｓｌ３ 
Ｓ２３ 
Ｅｌｌ 
Ｅ２２ 
Ｅ３３ 
SＣＥ 
0.96721 
－０．１６５６１ 
1.06037 
－０．０１８４２ 
－０．９０９１７ 
－０．０７０８７ 
0.73431 ９０３７８４７ ８１８５３７８ ９２１９４４６ ０５１１３１６ ０００００００ ■●●●●●● ０００００００ 0.94290 -0.29501 1.04244 -0.04520 -0.97293 -0.09668 0.61656 ９１１４００８ ２６６８６４４ ２８７１７９８ ８８８２２３４ ９０００８０８ ●●●●●●● ００１００００ 
平均 標準偏差 最小値 最大値
、咀別ｕ犯的皿ＳＳＳＥＥＥＳ 0.42682 －０．１６０２６ 0.47478 0.01425 －０．３９００５ －０．０２９２２ 0.09697 ２５８３９５４ ９０９４５０９ ４６１１３４４ ９８０５８１８ １０１００００ ●●●●■●● ０００００００ 0.00194 －０．３１３２１ 0.23481 -0.07199 -0.48178 -0.04164 －0.05891 0.65040 0.03395 0.61103 0.10126 －０．１５３０６ 0.00053 0.24278 
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付表１１ホモジェナイエティの制約をかけた場合の推計パラメータ
パラメータ 推定値 標準誤差 t値
１ｕｎ２皿０４３Ⅲ肥紹ＡＢＢＡＢＡＡＡＢＢＢ 0.40259 0.21058 -0.80721Ｅ－Ｏ２ 0.18557 0.l6255E-O1 6.7330 0.25724 -1.4931 -0.24773 0.97184Ｅ－０１ 0.44532 0.33714Ｅ-01 0.31112Ｅ-02 0.77114Ｅ-02 0.91003Ｅ-01 0.20804Ｅ－０１ 1.5834 0.33464Ｅ－０１ 0.56783 0.19478Ｅ-01 0.37488Ｅ-01 0.93860Ｅ－Ｏ１ ２ ６２３１０４ ４５ １５８９１２７９９２４ ４６４３８５１２１９４ ９８００７２７６７５７ ●●●●●●●●●●● １７１２０４７２２２４ １６｜ ’１ 
2社データ
ＬＯＧＯＦＬＩＫＥＬＩＨＯＯＤＦＵＮＣＴＩＯＮ＝287.970 
ＮＵＭＢＥＲＯＦＯＢＳＥＲＶＡＴＩＯＮＳ＝２６ 
パラメータ 推定値 標準誤差 t値
１ｎｎ２皿ＡＢＢＡＢ 
０４３田別別ＡＡＡＢＢＢ 
032638 
０２１３１１ 
-0.24682Ｅ－０１ 
0.40989 
0.65764Ｅ－０１ 
6.6597 
0.82282 
-2.1872 
-0.23291 
-0.42133Ｅ－Ｏ１ 
0.58309 
0.17098Ｅ-01 
0.21810Ｅ-02 
0.44116Ｅ-02 
0.39196Ｅ-01 
0.10108Ｅ－０１ 
0.70422 
0.11458 
0.28923 
0.13289Ｅ-01 
0.18115Ｅ-01 
0.56371Ｅ－Ｏ１ 
19.088 
97.710 
-5.5947 
10.458 
6.5058 
9.4567 
7.1812 
-7.5621 
-17.526 
-2.3259 
10.344 
3社データ
ＬＯＧＯＦＬＩＫＥＬＩＨＯＯＤＦＵＮＣＴＩＯＮ＝360.804 
ＮＵＭＢＥＲＯＦＯＢＳＥＲＶＡＴＩＯＮＳ＝３９ 
需要のセグメント化された市場におけるヤードスティックの推定２２７
付表,２ホモジェナイエティの制約をかけた場合の弾力性と規模の経済性
2社データ
3社データ
(注）表６注参照
平均 標準偏差 最小値 最大値
Ｓ１２ 
Ｓ１３ 
Ｓ２３ 
Ｅ１１ 
Ｅ２２ 
Ｅ３３ 
ＳＣＥ 
0.75962 
－０．１４０４４ 
0.87038 
-0.01036 
-0.73512 
-0.05768 
0.74176 
0.07246 
0.05098 
0.02540 
0.02000 
0.01469 
0.01388 
0.00000 
0.58144 
-0.26704 
0.81189 
-0.03778 
-0.74480 
-0.08102 
0.74176 
0.87018 
－０．０６５１０ 
0.90887 
0.03074 
-0.69122 
-0.02775 
0.74176 
平均 標準偏差 最小値 最大値
Ｓ１２ 
Ｓ１３ 
Ｓ２３ 
Ｅ１１ 
Ｅ２２ 
Ｅ３３ 
SＣＥ 
0.42975 
-0.16070 
0.47702 
0.01407 
-0.39214 
-0.02942 
0.17718 ２８５１５７０ ９０５４０００ ３６１１３４０ ９８０５８１０ １０１００００ ●●●●●●● ０００００００ 0.00705 －０．３１３７１ 0.23809 -0.07212 -0.48312 -0.04186 0.17718 ８９９４６７８ １５６０５３１ ２３２１６０７ ５３１０５０７ ６０６１１０１ ●●●●●●● ０００００００ 
